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コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
織
朱
實
・

上
智
大
学
教
授
が
「
原
発
事
故
後
、

復
興
を
含
め
長
期
間
の
対
応
が
必
要

だ
」
と
問
題
提
起
し
、
イ
ラ
カ
ン
氏

が
「
復
興
段
階
で
は
多
く
の
リ
ソ
ー

ス
が
必
要
に
な
る
。
技
術
、
経
済
、

社
会
心
理
等
あ
ら
ゆ
る
面
で
長
期
対

応
に
備
え
る
こ
と
が
必
要
」と
指
摘
。

　

国
際
的
な
原
子
力
損
害
賠
償
制
度

の
課
題
に
つ
い
て
は
、「
唯
一
未
発

効
の
パ
リ
条
約
改
正
議
定
書
を
早
期

に
発
効
さ
せ
る
こ
と
」（
バ
ス
ケ
ス
・

メ
ニ
ャ
ン
氏
）、
除
染
な
ど
環
境
損

害
に
つ
い
て
は
、「
事
故
後
に
制
度

的
に
対
応
で
き
た
こ
と
は
評
価
で
き

る
が
、
住
民
の
同
意
が
得
ら
れ
ず
作

業
が
遅
れ
て
い
る
」（
田
中
氏
）、「
環

境
損
害
の
賠
償
も
事
業
者
に
求
め
る

こ
と
に
な
る
が
、
国
内
法
で
積
極
的

に
関
わ
る
方
法
も
あ
る
」（
髙
橋
氏
）

と
の
意
見
が
出
た
。
汚
染
土
壌
処
理

に
関
し
て
は
、「
除
染
目
標
の
決
定

過
程
と
除
染
の
効
果
を
検
証
す
る
こ

と
が
重
要
だ
」（
筑
紫
氏
）
と
し
た
。

　

最
後
に
イ
ラ
カ
ン
氏
が
「
原
子
力

推
進
に
関
わ
る
組
織
と
住
民
と
の
協

力
が
最
も
重
要
。
技
術
に
対
す
る
住

民
の
信
頼
確
保
の
た
め
に
も
福
島
事

故
後
に
お
け
る
住
民
参
加
が
必
要
」

と
し
、
復
興
や
環
境
回
復
の
面
か
ら

も
住
民
や
自
治
体
の
積
極
的
な
参
加

が
重
要
な
要
素
だ
と
し
た
。

　

福
島
原
発
事
故
で
は
個
人
、
法
人

へ
の
財
物
賠
償
約
６
兆
２
千
億
円
に

つ
い
て
は
ほ
ぼ
支
払
い
を
終
え
た
。

今
後
は
慰
謝
料
な
ど
の
損
害
賠
償
も

想
定
さ
れ
、
賠
償
制
度
の
見
直
し
を

進
め
て
い
る
。
完
全
賠
償
と
紛
争
解

決
の
制
度
と
仕
組
み
で
は
合
意
し
た

が
、
発
災
事
業
者
責
任
が
無
限
か
有

限
か
、
他
の
原
子
力
事
業
者
の
負
担

の
あ
り
方
な
ど
に
つ
い
て
は
、
両
論

併
記
と
な
る
可
能
性
が
あ
る
。

　

福
島
原
発
の
事
故
に
よ
る
汚
染
廃

棄
物
は
広
範
、
多
量
に
発
生
し
、
そ

の
処
理
は
難
し
い
。
国
の
対
応
の
迅

速
性
や
体
系
性
、
一
貫
性
な
ど
は
評

価
で
き
る
が
、
最
終
処
分
場
の
設
置

遅
れ
に
よ
る
保
管
の
長
期
化
な
ど
が

問
題
だ
。
放
射
能
の
濃
度
に
応
じ
た

リ
ス
ク
管
理
、
都
道
府
県
内
で
の
処

理
な
ど
リ
ス
ク
分
担
の
あ
り
方
を
検

討
し
、
事
故
に
備
え
た
一
般
法
が
求

め
ら
れ
る
。

　

従
来
の
法
制
度
は
、
原
発
施
設
外

へ
の
放
射
性
物
質
拡
散
を
想
定
し
て

い
な
か
っ
た
。
福
島
の
事
故
後
、
放

射
性
物
質
汚
染
対
処
特
別
措
置
法
の

施
行
な
ど
で
迅
速
に
対
応
し
た
。
た

だ
除
染
の
費
用
負
担
を
事
業
者
に
ど

こ
ま
で
求
め
る
か
と
い
う
点
、
特
措

法
な
の
で
新
た
な
原
発
事
故
が
発
生

し
た
場
合
に
は
対
応
で
き
な
い
点
な

ど
議
論
が
不
十
分
だ
。原
発
事
故
は
、

規
模
や
原
因
な
ど
多
様
な
も
の
が
想

定
さ
れ
る
た
め
、
柔
軟
な
法
制
度
が

必
要
だ
。

　

国
際
的
な
原
子
力
損
害
賠
償
制
度

で
は
、
原
子
力
事
故
は
事
業
者
が
厳

格
責
任
を
負
い
、
一
般
不
法
行
為
法

の
よ
う
な
故
意
・
過
失
の
証
明
を
要

せ
ず
因
果
関
係
の
証
明
の
み
が
必
要

と
な
る
。
国
内
法
で
無
限
責
任
を
定

め
る
国
も
あ
る
。福
島
原
発
事
故
は
、

制
度
が
実
際
に
ど
う
機
能
す
る
か
の

点
で
関
心
を
集
め
た
。
越
境
損
害
の

場
合
、
条
約
の
規
定
は
同
じ
条
約
の

加
盟
国
間
で
適
用
さ
れ
る
。

　

高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の
処
分

は
、
長
期
・
複
数
世
代
の
問
題
だ
。

地
域
間
・
世
代
間
の
不
公
平
感
、
制

度
的
管
理
の
限
界
が
あ
り
、
将
来
へ

の
負
担
を
増
や
さ
な
い
考
慮
が
必

須
。
可
逆
性
・
回
収
可
能
性
を
ど
う

担
保
す
る
か
が
課
題
だ
。

　

住
民
参
加
の
前
提
と
し
て
、
リ
ス

ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
の
重
要
性

が
あ
る
。
リ
ス
ク
メ
ッ
セ
ー
ジ
の
発

信
、
発
信
す
る
組
織
の
信
頼
性
、
住

民
参
加
の
手
続
き
の
確
保
な
ど
も
欠

か
せ
な
い
。
日
本
特
有
の
交
付
金
へ

の
抵
抗
感
も
考
慮
し
な
が
ら
国
全
体

と
し
て
サ
ポ
ー
ト
体
制
を
整
え
て
い

く
べ
き
だ
。

　

日
本
で
は
原
子
力
発
電
環
境
整
備

機
構
（
Ｎ
Ｕ
Ｍ
Ｏ
）
を
主
体
と
し
て
、

特
定
放
射
性
廃
棄
物
の
最
終
処
分
に

関
す
る
法
律
の
も
と
立
地
選
定
、
設

置
操
業
が
模
索
さ
れ
て
き
た
。
フ
ィ

ン
ラ
ン
ド
と
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
で
は
民

間
事
業
者
が
最
終
処
分
の
責
任
を
負

う
。
米
国
で
は
、責
任
は
連
邦
政
府
、

設
置
・
操
業
は
エ
ネ
ル
ギ
ー
省
が
担

う
。
ド
イ
ツ
で
は
高
レ
ベ
ル
放
射
性

廃
棄
物
処
分
委
員
会
が
提
案
、
連
邦

　

事
故
後
の
検
証
で
は
、
地
震
や
津

波
な
ど
を
考
え
た
シ
ビ
ア
ア
ク
シ
デ

ン
ト
対
策
が
十
分
で
な
か
っ
た
こ
と

が
指
摘
さ
れ
た
。
法
的
仕
組
み
も
バ

ッ
ク
フ
ィ
ッ
ト
の
制
度
も
な
か
っ
た

が
、
12
年
６
月
の
法
改
正
で
重
大
事

故
も
考
慮
し
た
安
全
規
制
へ
転
換

し
、
原
子
力
安
全
規
制
の
一
元
化
が

行
わ
れ
た
。

　

原
子
力
安
全
に
関
わ
る
規
制
機
関

の
基
本
的
な
目
的
は
、安
全
の
確
保
。

規
制
の
独
立
性
は
そ
の
た
め
の
重
要

な
要
素
だ
。
規
制
機
関
の
責
任
や
構

造
、
機
能
は
各
国
間
で
類
似
点
も
多

い
が
、
重
要
な
違
い
も
ま
だ
あ
る
。

原
子
力
安
全
条
約
は
広
く
支
持
さ
れ

て
い
る
が
、
福
島
事
故
の
教
訓
が
示

す
よ
う
に
全
て
の
国
が
規
制
機
関
の

責
任
、
機
能
、
特
徴
に
関
す
る
規
定

を
完
全
に
取
り
入
れ
て
い
る
わ
け
で

は
な
い
。

　

中
国
、
日
本
、
韓
国
、
台
湾
で
は

24
年
に
原
子
炉
の
数
が
１
０
０
基
を

超
え
る
。
原
子
力
の
安
全
性
は
最
も

重
要
な
課
題
だ
と
い
え
る
。
東
ア
ジ

ア
に
お
け
る
原
子
力
安
全
の
法
制
度

の
整
備
は
急
務
で
あ
り
、
国
内
法
と

国
際
法
の
親
和
性
を
高
め
て
い
く
必

要
が
あ
る
。

　

韓
国
で
は
東
日
本
大
震
災
を
受
け

て
11
年
11
月
、
原
子
力
の
利
用
・
振

興
に
関
す
る
「
原
子
力
振
興
法
」
と
、

原
子
力
の
安
全
・
管
理
に
関
す
る「
原

子
力
安
全
法
」
の
２
法
を
分
け
て
制

定
し
た
。
そ
の
他
の
法
制
や
組
織
整

備
は
進
ん
だ
が
、
運
営
を
行
う
の
は

「
ひ
と
」
で
あ
る
こ
と
を
忘
れ
て
は

な
ら
な
い
。

　

議
論
を
始
め
る
前
に
友
岡
氏
が
、「

福
島
原
発
事
故
後
、
規
制
組
織
の
あ

り
方
が
変
わ
っ
た
こ
と
は
論
を
ま
た

な
い
が
、
国
ご
と
の
事
情
に
よ
り
、

形
式
は
様
々
だ
。
実
際
の
安
全
規
制

に
つ
い
て
も
大
き
く
変
わ
っ
て
い

る
。
既
存
の
原
発
に
新
基
準
を
適
用

分
に
向
け
て
動
く
。
透
明
性
と
公
平

性
の
確
保
か
ら
国
が
前
面
に
立
た
な

い
こ
と
を
前
提
に
進
め
て
き
た
が
、

高
知
県
東
洋
町
で
の
失
敗
を
経
て
、 

国
が
科
学
的
見
地
か
ら
候
補
と
な
り

得
る
地
点
を
提
示
、
申
し
入
れ
す
る

の
が
望
ま
し
い
と
さ
れ
た
、
と
の
紹

介
が
さ
れ
た
。

　
「
ド
イ
ツ
で
は
可
逆
性
、
回
収
可

能
性
を
考
慮
し
た
立
地
選
定
を
法
律

的
に
担
保
す
る
。
北
ド
イ
ツ
・
ゴ
ー

レ
ー
ベ
ン
の
中
間
貯
蔵
施
設
に
つ
い

て
は
30
年
以
上
議
論
さ
れ
て
き
た
。

市
民
参
加
に
つ
い
て
は
非
政
府
組
織

（
Ｎ
Ｇ
Ｏ
）
の
参
加
が
課
題
の
一
つ

だ
」（
シ
ョ
メ
ル
ス
氏
）、「
リ
ス
ク

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
に
お
け
る
市

民
参
加
は
必
須
。
具
体
的
な
仕
組
み

や
制
度
化
が
重
要
だ
」（
川
合
氏
）、

「
１
０
０
万
年
後
の
長
期
安
全
性
の

確
保
が
議
論
に
な
る
。
全
国
民
が
同

じ
利
益
を
共
有
す
る
問
題
と
し
て
話

し
合
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
」（
織

氏
）
と
の
意
見
が
出
た
。

　

海
外
の
取
り
組
み
に
つ
い
て
は
、

シ
ョ
メ
ル
ス
氏
が
オ
ー
フ
ス
条
約
に

従
っ
て
市
民
参
加
を
確
保
す
る
ド
イ

ツ
の
中
間
貯
蔵
施
設
の
立
地
選
定
の

例
を
紹
介
。
市
民
参
加
手
続
き
や
議

論
へ
の
ア
ク
セ
ス
の
し
や
す
さ
の
確

保
と
幅
広
い
公
益
を
取
り
込
む
こ
と

の
必
要
性
を
指
摘
し
た
。
回
収
可
能

性
の
要
否
に
つ
い
て
も
議
論
さ
れ

た
。　

日
本
で
は
立
地
選
定
の
前
段

階
で
あ
り
、
回
収
可
能
性
も
含
め
た

担
保
の
仕
組
み
作
り
が
必
要
と
さ
れ

る
。
織
氏
は
、「
高
レ
ベ
ル
放
射
性

廃
棄
物
の
特
性
を
考
慮
し
た
コ
ミ
ュ

ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が
大
事
。
可
逆
性
に

つ
い
て
は
考
慮
し
す
ぎ
る
と
、
自
治

体
が
手
を
挙
げ
に
く
く
な
る
の
で
気

を
つ
け
た
い
」
と
指
摘
し
た
。

開
会
挨
拶

来
賓
挨
拶

挨
　
拶

基
調
講
演

全
体
講
評

４
年
間
の
活
動
の
総
決
算

産
学
官
の
連
携
で
取
り
組
む

中
立
的
環
境
下
に
組
織
設
置

日
本
・
加
盟
国
と
協
力
し
対
応

福
島
原
発
事
故
後
の
法
政
策

住
民
参
加
、
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

福
島
原
発
事
故
後
の
安
全
規
制

　

一
橋
大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
で

は
２
０
１
３
年
度
か
ら
住
友
電
工
グ

ル
ー
プ
社
会
貢
献
基
金
の
寄
付
講
座

に
お
い
て
復
興
に
向
け
た
政
策
的
な

課
題
の
研
究
、
原
子
力
損
害
賠
償
に

関
す
る
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
開
催
、
日
本

公
共
政
策
学
会
の
場
で
の
提
言
な
ど

を
行
っ
て
い
る
。
15
年
に
は
研
究
成

果
を
ま
と
め
た
書
物
も
刊
行
し
た
。

　

今
回
は
４
年
間
の
活
動
の
総
決
算

と
し
て
、
経
済
協
力
開
発
機
構
原
子

力
機
関
、
原
子
力
規
制
庁
の
協
力
を

得
て
国
際
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
を
開
く
こ

と
が
で
き
た
。

　

原
発
事
故
の
問
題
に
つ
い
て
は
政

治
、
産
業
、
工
学
、
自
然
科
学
の
専

門
家
が
知
恵
と
技
術
を
結
集
し
て
議

論
す
べ
き
だ
。
合
意
形
成
の
た
め
原

子
力
損
害
賠
償
、
放
射
性
物
質
汚
染

対
策
な
ど
の
研
究
が
重
要
だ
。

　

震
災
か
ら
５
年
が
過
ぎ
、
大
局
的

な
観
点
で
議
論
を
深
め
、
産
学
官
が

連
携
し
て
取
り
組
ま
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
道
半
ば
の
復
興
事
業
や
地
域

振
興
策
、
防
災
対
策
の
難
し
さ
、
先

の
見
え
ぬ
原
発
処
理
な
ど
様
々
な
難

題
が
あ
る
。
課
題
を
乗
り
越
え
る
た

め
に
社
会
科
学
的
な
ア
プ
ロ
ー
チ
が

不
可
欠
だ
。

関
与
し
て
い
た
の
が
問
題
だ
っ
た

が
、
そ
れ
を
見
直
し
独
立
性
の
高
い

三
条
委
員
会
と
し
て
原
子
力
規
制
委

員
会
を
置
い
た
。

　

制
度
面
で
は
、
国
際
原
子
力
機
関

（
Ｉ
Ａ
Ｅ
Ａ
）
の
規
制
基
準
な
ど
を

参
考
に
原
子
炉
等
規
制
法
を
大
幅
に

改
正
、
新
基
準
を
既
存
の
炉
に
も
適

用
す
る
な
ど
世
界
最
高
レ
ベ
ル
の
規

制
を
設
け
た
。
改
善
の
必
要
が
な
い

と
い
う
思
考
に
陥
っ
た
時
、
安
全
の

劣
化
が
始
ま
る
。
組
織
や
規
制
は
人

が
つ
く
る
も
の
。
常
に
チ
ェ
ッ
ク
し

改
善
す
る
こ
と
で
安
全
レ
ベ
ル
を
向

上
さ
せ
る
こ
と
が
大
切
だ
。

の
情
報
交
換
を
密
に
し
、
事
故
後
の

支
援
活
動
も
行
っ
て
き
た
。
事
故
を

教
訓
に
、
加
盟
国
は
自
国
の
原
子
力

施
設
に
つ
い
て
安
全
性
を
確
認
す
る

と
と
も
に
、
安
全
性
、
規
制
を
強
化

す
る
な
ど
の
多
様
な
対
応
を
直
ち
に

行
っ
た
。
法
的
な
面
で
は
原
子
力
損

害
賠
償
制
度
の
国
際
的
な
調
和
が
求

め
ら
れ
て
い
る
。
大
規
模
な
事
故
に

対
応
し
う
る
明
確
か
つ
適
切
な
枠
組

み
が
必
要
だ
。
廃
炉
や
復
旧
作
業
が

進
む
に
つ
れ
て
さ
ら
な
る
教
訓
が
得

ら
れ
る
だ
ろ
う
。
Ｎ
Ｅ
Ａ
は
加
盟
国

間
や
日
本
と
の
協
力
を
促
進
し
、
関

連
す
る
活
動
を
続
け
て
い
く
。 

　

福
島
原
発
事
故
は
我
が
国
に
と
っ

て
最
大
規
模
の
人
為
的
災
害
と
い
え

る
。
事
故
後
５
年
を
経
て
も
日
本
社

会
に
深
い
爪
痕
を
残
し
、
い
ま
だ
に

故
郷
に
帰
れ
な
い
人
、
帰
還
を
あ
き

ら
め
た
人
も
多
い
。
震
災
と
原
発
事

故
か
ら
本
格
的
な
復
興
を
果
た
す
に

は
、
多
く
の
政
策
課
題
が
残
さ
れ
て

い
る
。

　

東
日
本
大
震
災
と
福
島
原
発
事
故

は
未
曽
有
の
国
難
を
引
き
起
こ
し

た
。
当
基
金
は
学
術
的
な
面
か
ら
震

災
復
興
に
貢
献
す
べ
き
と
考
え
、
12

年
に
防
災
対
策
や
被
災
地
支
援
な
ど

復
興
に
資
す
る
研
究
を
行
う
大
学
講

座
を
募
集
、
一
橋
大
学
大
学
院
法
学

研
究
科
の
環
境
法
政
策
講
座
を
選
定

し
４
年
間
の
支
援
を
行
っ
た
。

　

福
島
原
発
事
故
を
機
に
、
日
本
の

原
子
力
規
制
に
関
わ
る
組
織
と
制
度

が
大
幅
に
改
正
さ
れ
た
。
以
前
は
原

子
力
安
全
・
保
安
院
が
規
制
を
担
当

し
、
内
閣
府
の
原
子
力
安
全
委
員
会

が
ダ
ブ
ル
チ
ェ
ッ
ク
す
る
体
制
で
、

試
験
研
究
炉
に
つ
い
て
は
文
部
科
学

省
が
担
当
し
て
い
た
。
規
制
組
織
が

推
進
組
織
の
一
部
で
複
数
の
組
織
が

　

原
発
事
故
は
あ
っ
て
は
な
ら
な
い

が
、
事
故
か
ら
学
び
、
安
全
性
向
上

に
つ
な
げ
る
こ
と
も
重
要
だ
。
Ｎ
Ｅ

Ａ
で
は
今
回
の
事
故
に
対
し
、
原
子

力
規
制
活
動
委
員
会
、
原
子
力
施
設

安
全
委
員
会
、
放
射
線
防
護
及
び
公

共
保
健
委
員
会
、
原
子
力
法
委
員
会

の
４
委
員
会
が
特
に
関
与
し
て
い

る
。
Ｎ
Ｅ
Ａ
は
加
盟
国
間
や
日
本
と

一橋大学環境法政
策講座責任者・
一橋大学大学院
法学研究科教授
髙橋 滋氏

住友電工グループ
社会貢献基金代表
理事・
住友電気工業社長
松本 正義氏

原子力規制庁長官
清水 康弘氏

NEA事務局次長
ダニエル・
イラカン氏

　

原
子
力
発
電
所
の
安
全
性
の
改
善

や
危
機
対
応
を
含
む
リ
ス
ク
軽
減
に

向
け
た
取
り
組
み
は
、
長
い
期
間
を

か
け
て
実
施
さ
れ
る
べ
き
事
項
だ
。

現
時
点
で
は
そ
の
第
１
段
階
が
終
了

し
た
に
過
ぎ
な
い
と
い
う
イ
ラ
カ
ン

氏
の
指
摘
は
、
私
た
ち
研
究
者
や
実

務
家
に
向
け
ら
れ
た
強
い
期
待
の

メ
ッ
セ
ー
ジ
だ
。

す
る
バ
ッ
ク
フ
ィ
ッ
ト
の
課
題
も
あ

る
」
と
問
題
を
提
起
。
原
発
の
安
全

確
保
の
考
え
方
で
あ
る
深
層
防
護
と

規
制
機
関
の
独
立
に
つ
い
て
意
見
を

求
め
た
。

　

ニ
ッ
ク
氏
は
米
国
に
関
し
「
許
可

要
件
、
緊
急
時
計
画
の
審
査
、
訓
練

等
多
く
の
方
法
で
深
層
防
護
を
規
制

制
度
に
取
り
入
れ
て
き
た
。
規
制
機

関
と
開
発
推
進
に
係
る
組
織
と
の
分

離
は
40
年
以
上
に
わ
た
り
行
わ
れ
て

き
た
」
と
発
言
。
咸
氏
は
「
韓
国
で

は
、
人
的
分
離
が
必
要
な
状
況
」
と

説
明
し
た
。
台
湾
に
つ
い
て
は
陳
氏

が
「
事
故
後
、
安
全
性
に
つ
い
て
の

独
立
が
強
化
さ
れ
た
」
と
発
言
。
山

形
氏
は
「
日
本
の
深
層
防
護
は
、
放

射
性
物
質
を
出
さ
せ
な
い
と
こ
ろ
ま

で
は
当
然
な
が
ら
、
出
た
場
合
も
考

え
て
い
る
」
と
強
調
し
た
。

　

最
終
的
に
は
「
原
子
力
推
進
と
規

制
の
分
離
は
喫
緊
の
課
題
で
あ
り
、

信
頼
回
復
に
向
け
た
幅
広
い
情
報
公

開
の
浸
透
が
望
ま
れ
る
」
と
の
認
識

で
一
致
し
た
。

セ
ッ
シ
ョ
ン
Ⅰ

セ
ッ
シ
ョ
ン
Ⅱ

セ
ッ
シ
ョ
ン
Ⅲ

放
射
線
防
止
庁
が
実
施
・
操
業
を
行

う
。
リ
ス
ク
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

を
含
め
た
住
民
参
加
に
よ
る
合
意
形

成
と
科
学
的
不
確
実
性
に
ど
う
対
処

す
る
か
が
論
点
だ
。

　

オ
ー
フ
ス
条
約
は
、
環
境
分
野
の

市
民
参
画
条
約
と
し
て
１
９
９
８
年

に
デ
ン
マ
ー
ク
で
採
択
さ
れ
た
。「
環

境
情
報
ア
ク
セ
ス
」
は
公
的
機
関
が

適
切
に
情
報
を
収
集
し
提
供
す
る
義

務
を
示
す
。「
意
思
決
定
に
お
け
る

市
民
参
加
」
は
原
子
力
発
電
所
の
解

体
・
廃
炉
、
使
用
済
み
核
燃
料
の
再

処
理
、
高
レ
ベ
ル
放
射
性
廃
棄
物
の

最
終
処
分
な
ど
の
過
程
へ
の
市
民
参

加
を
求
め
る
。「
司
法
へ
の
ア
ク
セ

ス
」
は
裁
判
所
な
ど
法
に
よ
り
設
立

さ
れ
た
中
立
か
つ
独
立
の
機
関
に
お

け
る
審
理
手
続
き
へ
の
ア
ク
セ
ス
の

権
利
だ
。
こ
れ
ら
３
本
柱
は
、
原
子

力
活
動
の
全
て
で
適
用
さ
れ
る
。

　

日
本
に
お
け
る
高
レ
ベ
ル
放
射
性

廃
棄
物
処
分
は
、「
特
定
放
射
性
廃

棄
物
の
最
終
処
分
に
関
す
る
法
律
」

に
従
い
、
透
明
性
を
確
保
し
な
が
ら

段
階
的
プ
ロ
セ
ス
を
踏
み
、
最
終
処

広
　
　
告

　〈
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
〉髙

橋  

滋
氏

　〈
パ
ネ
リ
ス
ト
〉

セ
ッ
シ
ョ
ン
Ⅱ
登
壇
者

大
事
故
か
ら
学
び
教
訓
を
生
か
す
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お問い合わせ先：一橋大学政策フォーラム　http: www.hit-u.ac.jp/kenkyu/project/forum.html

平成28年度第2回
一橋大学政策フォーラム/環境法政策講座シンポジウム

福島原発事故と法政策
~震災・原発事故からの復興に向けて〜

　東日本大震災に伴う福島原子力発電所事故から５年。

未曽有の大事故から我々は何を学び、教訓をどう生かす

べきなのか。こうした課題を考えるため公益財団法人住

友電工グループ社会貢献基金一橋大学環境法政策講座は

９月下旬、東京・一ツ橋の一橋講堂で「福島原発事故と

法政策〜震災・原発事故からの復興に向けて〜」と題し

たシンポジウムを開催。内外の研究者らが議論を深めた。

髙
橋 

滋
氏

織 

朱
實
氏

田
中 

良
弘
氏

「
原
子
力
損
害
賠
償
」

「
わ
が
国
の
取
り
組
み
」

上智大学准教授
筑紫 圭一氏

「
放
射
性
物
質
汚
染
対
策
①
」

原子力規制庁
総括官
山形 浩史氏

「
日
本
に
お
け
る
安
全
規
制
」

ＮＥＡ事務局
原子力法課
キンバリー・
ニック氏

台湾司法院大法官
陳　春生氏

「
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る

安
全
規
制
」

韓国全南大学教授
咸　仁善氏

國學院大学准教授
川合 敏樹氏

「
海
外
の
取
り
組
み
」

ロイファナ大学教授
トーマス・
ショメルス氏

「
オ
―
フ
ス
条
約
と
原
子
力
」

　
〈
パ
ネ
リ
ス
ト
〉

セ
ッ
シ
ョ
ン
Ⅰ
登
壇
者

〈コーディネーター〉

上智大学教授
織  朱實氏

　
〈
パ
ネ
リ
ス
ト
〉

セ
ッ
シ
ョ
ン
Ⅲ
登
壇
者

〈コーディネーター〉

日本大学教授
友岡  史仁氏

新潟大学准教授
一橋大学客員准教授
田中 良弘氏

「
放
射
性
物
質
汚
染
対
策
②
」

ＮＥＡ事務局
原子力法課長
ヒメナ・バスケス・
メニャン氏

「
国
際
的
な
原
子
力
損
害
賠
償

の
枠
組
み
」

講
　
演

講
　
演

講
　
演

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

パ
ネ
ル
デ
ィ
ス
カ
ッ
シ
ョ
ン

「
Ｎ
Ｅ
Ａ
諸
国
に
お
け
る

安
全
規
制
」


